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1. 背景と目的 

1-1. 津波からの避難環境の変化 

東北地方太平洋沖地震の津波によって，岩手県沿

岸市町村は壊滅的な被害を受けた．東日本大震災か

ら９年が経過した被災地では，復興計画に基づき復

興が進みつつある．岩手県沿岸市町村では，防潮堤

の建設，災害危険区域の設定，高台への移転，土地

のかさ上げ，それに伴う土地利用，道路網の変化に

よって、震災前に比べ街の様相が大きく変化してい

る．また東日本大震災以降，避難計画の見直しによ

って，避難場所の位置や数が変わった市町村が多く

存在する．街の環境の変化，避難計画の変化に伴い

復興事業が終了した後の被災地では，津波からの避

難環境が大幅に変化すると考えられる．  

このような，震災前と復興事業完了後で津波避難

環境が大きく変化した地域において，地域住民が新

たな避難計画を検討するためには，震災前と復興事

業完了後で，どの様に津波からの避難環境が変化し

たのかを空間的に把握する必要があると考えられる． 

1-2. 研究の目的 

津波からの避難においては，南ら 1)も指摘するよ

うに避難開始地点から避難場所まで移動する間の水

平方向の移動距離に加えて，垂直方向の移動距離を

評価する必要がある．  

そこで本研究では，避難開始地点から避難場所ま

での移動距離を水平距離，標高差を垂直距離として，

震災前と復興事業完了後の水平距離と垂直距離の 2

つの距離の変化に着目し分析を行った． 

本研究では，岩手県宮古市田老地区を対象に，復

興事業完了後の被災地の津波避難環境の変化を，水

平移動と垂直移動の変化として定量的に表し，その

空間分布を把握することを目的とした． 

 

2.先行研究と本研究の位置づけ 

 東日本大震災に関連する研究は様々な分野で行わ

れており，東日本大震災から９年が経過し，多くの

成果が報告されている．本章ではその中でも，本研

究と関連の深い，東日本大震災からの復興計画に関

する研究を整理し，本研究の位置づけを述べる． 

復興計画や復興についての先行研究では，主に復

興計画や被災に伴う土地利用の変化やその課題，対

策について検討したもの 2)～5）や，復興計画のプロセ

スの評価や課題の検討を行ったもの 6)，7)などが存在

する． 

また，加藤ら 8)は復興計画に伴う生活環境の変化

を分析している．森田ら 9)は復興計画による地域構

造を防災面と生活面の２つの面で評価を行い，復興

計画によって防災性は向上するが，高台移転によっ

て生活範囲が広がり，日常生活に問題が生じる可能

性があることを明らかにした．また，森田ら 10)は，

石巻市において復興計画内で検討されている津波避

難ビルや避難訓練の防災対策の効果について分析し

ている． 

このように東日本大震災の復興計画に関する研究

は，様々な報告が挙げられているが，まだまだ研究

の蓄積は足りていないと考えられる．これらの研究

では嵩上げや高台造成などの，復興事業による津波

避難環境を定量的に把握した研究は行われていない． 

また，筆者らは既報 11)において来訪者の津波避難

に着目し，三陸沿岸のトレイルコース 内に位置する

観光地点から，来訪者を避難誘導する際に直面する

可能性のある津波避難経路上の課題の明確化と対策

の検討を行った．既報 11)では分析の際に，避難場所

までの水平距離のみを指標として扱っていたが，本

研究では標高による分析を加えている点で，既報 11)

の課題を補う研究であると位置づけられる． 

 

3.分析方法 

3-1. 対象地域について 

(1) 震災前と復興事業完了後における街の変化 

本研究では，岩手県宮古市田老地区を対象として

いる．図-１は震災前と復興事業完了後の田老の市街

地を比較した図を示している．津波常襲地帯に位置

する田老地区は，「津波防災の町」として，積極的

にハードとソフトの両面で津波防災対策を行ってき

た．ハード面の対策としては，総延長 2,433m，高さ

10m の「万里の長城」と呼ばれる防潮堤の建設や，

直接避難場所に避難しやすいように，山に向かって

放射状に道路網を整備していた．震災前は防潮堤の

内側の荒谷地区や，館が森地区，田中地区だけでな

く，防潮堤より海側の野原地区や乙部地区の一部に

も居住地が広がっていた． 

しかし田老地区では，東日本大震災によって街全

体が壊滅的な被害を受けた．田老地区では東日本大

震災の復興事業の土地区画整理に伴い道路網が大幅

に変化し，市街地の住所も一部変更となった 12)，13)．

また，復興事業完了後は，津波により大きな被害を

受けた防潮堤より海側の野原地区や野中地区，川向

地区に加え，防潮堤より海側の田老２丁目や田老３



丁目も災害危険区域に指定され，居住が制限された
14)．防潮堤の位置も変更され 15)，第２防潮堤の高さ

も 14.7m となり，震災前よりも高い防潮堤となった． 

また復興事業完了後は，市街地内を通過する国道

45 号が震災前よりも北側に移設され，その周辺の田

老１丁目と荒谷地区は１m～３m の地盤の嵩上げが

行われた 15)．それに加えて，高台移転として、山地

を切り開き高台を造成し，高所に新たな居住地を設

けている 15)． 

(2) 震災前と復興事業完了後における避難場所の変化 

東日本大震災によって，避難計画も大幅に見直さ

れた 16)．震災前は避難場所が 30 ヶ所，避難所が 14

ヶ所指定されていた 17)．しかし，避難計画の見直し

によって，東日本大震災の津波が浸水した避難場所

及び避難所や，近隣にさらに高い避難場所がある避

難場所は指定が解除された．また新たな避難場所が

指定され，復興事業完了後は避難場所が 31 ヶ所，避

難所が 11 ヶ所と震災前に比べて避難場所の数は増

加したが，避難所の数が減少した 16)． 

また田老地区では造成された高台に新たに避難場

所を設置することを検討している．本研究ではその

避難場所も分析に使用している 17)． 

3-2.方法の概要 

本研究では，震災前と復興事業完了後のそれぞれ

の道路網を用いてネットワーク分析を行った．震災

前と復興事業完了後のそれぞれの条件で，最寄り避

難場所までの経路を算出し，震災前と復興事業完了

後の水平距離と，垂直距離を比較することで，復興

事業完了後は震災前に比べ，津波からの避難環境が

どのように変化しているのかを定量的に明らかにす

る． 

3-3.使用データ 

本研究ではGISを用いたネットワーク分析により，

避難経路を算出した．ネットワーク分析では，震災

前と復興事業完了後の田老地区の道路網データを用

いた．震災前の道路網は，数値地図（国土基本情報）
18)の道路中心線のデータを，復興事業完了後は宮古

市の土地区画整理事業の計画図 15)を元に，数値地図

（国土基本情報）18)の道路中心線のデータを加工し

て作成したものを分析に用いた． 

震災前と復興事業完了後の避難場所には，震災前

については，宮古市のハザードマップ 17)に記載され

ている避難場所を，復興事業完了後は宮古市津波避

難計画 16)に記載されている避難場所を用いた． 

また，各避難場所と道路網の各ノード（交差点と

端点）は，その地点の標高値を格納している．震災

前の標高値については，数値地図（国土基本情報）
18)の 5m の DEM データを用いて算出した．復興事業

完了後の標高値は，かさ上げエリアと高台が造成さ

れたエリアについては，田老造成計画図 19)を元に各

ノードの値を入力した．また，造成された高台に位

置する避難場所については，田老造成計画図 19)内で

避難場所が位置している区画の地盤高を用いた．そ

れ以外の範囲は震災前と標高が変化していないと仮

定し，数値地図（国土基本情報）18)の 5m の DEM デ

ータを用いて算出した．また，道路網については標

  
 

 
図-１ 震災前と復興事業完了後の田老地区の比較 （文献番号 12）～ 



高値を算出したノードから，各道路リンクの傾斜も

算出した．浸水域は，東日本大震災の津波浸水域 20)

を用いた．また分析には，ArcGIS NetworkAnalyst を

用いた． 

3-4. 水平距離と垂直距離の算出方法 

 東日本大震災の浸水域内の 50m メッシュの重心

点から，最寄りの避難場所までの最短経路を算出し

た．算出した避難経路の移動距離を水平距離と定義

した．また，この分析では経路を算出する際に，50

ｍメッシュから最も近い道路リンクを選択し，その

リンクと 50m メッシュからの垂線の交点を避難開

始地点として経路を算出している．その避難開始地

点の標高値を道路リンクの傾斜から算出した．避難

開始地点の標高値と最寄り避難場所の標高値の差を

垂直距離と定義した． 

 また上記の分析方法は，震災前に比べて復興事業

完了後の道路網が大幅に減少した場合，50m メッシ

ュの重心点は震災前に選択していた道路リンクより

も離れた道路リンクを選択してしまうため，震災前

と復興事業完了後の比較が，正確にできないメッシ

ュが含まれている可能性がある． 

3-5. 水平距離の変化についての分析 

各 50m メッシュから算出した避難経路について，

同じメッシュで復興事業完了後の水平距離から震災

前の水平距離の差を求めることで，復興事業完了後

は震災前に比べて，水平距離が変化しているのかを

求めた．また，震災前と復興事業完了後で，最寄り

避難場所が変化しているかに注目し，最寄り避難場

所が変化したメッシュを「最寄り避難場所変化メッ

シュ」と定義し，変化のないメッシュを「最寄り避

難場所変化なしメッシュ」と定義し，水平距離の差

を集計した．「最寄り避難場所変化メッシュ」は，

道路網もしくは，避難場所の配置の変化の影響で大

幅に経路が変化している可能性がある．また，「最

寄り避難場所変化なしメッシュ」で，水平距離が変

化しているメッシュは，道路網の変化が原因で，水

平距離が変化したと考えられる． 

3-6. 垂直距離の変化についての分析 

 各 50m メッシュから算出した避難経路について，

同じメッシュで復興事業完了後の垂直距離から震災

前の垂直距離の差を求めることで，復興事業完了後

は震災前に比べて，垂直距離が変化しているのかを

求めた．垂直距離が変化する理由として考えられる

ことは，避難開始地点の標高が変化した，避難場所

の標高が変化した，もしくはその両方の理由が考え

られる．そのためこの分析では，各 50m メッシュか

ら算出した避難経路について，同じメッシュで震災

前と復興事業完了後で避難開始地点の標高値のみが

変化したメッシュを「避難開始地点標高変化メッシ

ュ」，避難場所の標高のみが変化したメッシュを「避

難場所標高変化メッシュ」，避難開始地点と避難場

所の標高値がどちらも変化したメッシュを「両地点

標高変化メッシュ」，両地点変化のないメッシュを

「両地点標高変化なしメッシュ」として，垂直距離

の差を集計した． 

 

4.結果 

4-1. 水平距離の変化について 

 図-２は震災前と復興事業完了後での最寄り避難

場所までの水平距離の差を，「最寄り避難場所変化

なしメッシュ」と，「最寄り避難場所変化メッシュ」

ごとに集計した結果を示している． 

震災前と復興事業完了後で「最寄り避難場所変化

なしメッシュ」は，最寄り避難場所までの水平距離

が，震災前と復興事業完了後で変化なしが最も多く，

次に０m-50m の短縮，０m-50m の増加の順に分布し

ていた．このことから，最寄り避難場所が変化して

いない地点では，避難場所までの水平距離の変化が

ないか，０m～50m 程度増減していることがわかる． 

また「最寄り避難場所変化メッシュ」は，水平距離

の差が増加する側に多く分布している．このことか

ら，最寄り避難場所が変化した地点では水平距離が

増加する傾向にあることがわかる． 

図-３は「最寄り避難場所変化メッシュ」を赤色で，

「最寄り避難場所変化なしメッシュ」を青色で示し

ている．また，図-４は震災前と復興事業完了後での

水平距離の差に増減があったメッシュのみを示して

いる．青系の色のメッシュが，震災前よりも復興事

業完了後の方が，最寄り避難場所までの水平距離が

短縮されたメッシュである．赤系の色のメッシュが，

震災前よりも復興事業完了後の方が，最寄り避難場

所までの水平距離が増加したメッシュである． 

図-３を見ると，「最寄り避難場所変化なしメッシ

ュ」は，荒谷地区，田老３丁目，野原地区，向山地

区，小林など浸水域内に多く分布していることがわ

かる．その中でも図-４より，荒谷地区，田老３丁目，

野原地区のメッシュは，復興事業完了後も水平距離

が変化していないか，０m～50m 程度の増減である

ことが見てとれる．しかし向山地区に位置するメッ

シュは，復興事業完了後の水平距離が 100m 以上短

縮されており大きく変化していることがわかる． 

図-３より，「最寄り避難場所変化メッシュ」は，

田老２丁目や野中地区，野原地区の北部に多く分布

していた．その中でも，野中地区，野原地区の北部

は水平距離が 100m 以上増加していることが見てと

れる． 

4-2. 垂直距離の変化について 

 図-５は震災前と復興事業完了後で，垂直距離の差

を「避難開始地点標高変化メッシュ」，「避難場所

標高変化メッシュ」，「両地点標高変化メッシュ」，

「両地点標高変化なしメッシュ」の分類ごとに示し

ている．復興事業完了後も垂直距離に変化のないメ

ッシュが最も多く存在することがわかる．「両地点

標高変化メッシュ」と「避難開始地点標高変化メッ

シュ」は，垂直距離の差が０m～50m 短縮か，０m～

50m 増加する結果となった．「避難場所標高変化メ



ッシュ」は，復興事業完了後に垂直距離が増加する

側に多く分布していた． 

図-６は，避難開始地点と避難場所の標高の変化に

よる分類の空間分布を示している．また図-７は震災

前と復興事業完了後で，垂直距離の増減があったメ

ッシュのみを示している．青系の色のメッシュが，

震災前よりも復興事業完了後の方が，最寄り避難場

所までの垂直距離が短縮されたメッシュである．赤

系の色のメッシュが，震災前よりも復興事業完了後

の方が，最寄り避難場所までの垂直距離が増加した

メッシュである． 

図-６を見ると「避難開始地点標高変化メッシュ」

は，荒谷地区，田老２丁目，田老１丁目など，復興

事業完了後は市街地となる場所に多く分布している．

また，図-７より，「避難開始地点標高変化メッシュ」

の中でも荒谷地区に位置するメッシュは，垂直距離

の短縮量が大きいことがわかる． 

図-６より「両地点標高変化メッシュ」と，「避難

場所標高変化メッシュ」は野中地区や向山地区，野

原地区の北部などの災害危険区域内に多く分布して

いる．その中でも野中地区や野原地区の北部は復興

事業完了後に垂直距離が増加することが見てとれる． 

 

5. 考察 

5-1. 道路網と避難所の配置の変化の影響 

図-２より，最寄り避難場所が変化していない地点

では，避難場所までの水平距離の変化がないか，０

m～50m 程度増減する結果となった．また，図-３よ

り荒谷地区，田老３丁目，野原地区，向山地区，小

林など浸水域内に多く分布している．図-４より，こ

れらのメッシュは水平距離に変化がないか，0m～

50m ほどの増減に収まっている．そのため，これら

の地域は，震災前と水平距離があまり変わっていな

いと考えられる． 

田老２丁目は，最寄り避難場所が，震災前と復興

事業完了後で変化し，水平距離も 100m 前後増加し

ている．この地域の復興事業完了後の道路ネットワ

ークは震災前に比べると，少し道路密度が薄くなっ

た程度で大きな道路網の変化は起きていない．しか

し，最寄り避難場所が変化している．震災前の最寄

り避難場所が，避難計画の見直しによって，指定が

解除されてしまい，復興事業完了後は最寄り避難場

所が変化したため，水平距離も増加したと考えられ

る． 

野中地区は最寄り避難場所が，震災前と復興事業

完了後で変化しかつ，水平距離が増加する地域とな

った．この原因としては，田老地区の震災前の道路

網は，避難場所の位置する山側に，最短経路で避難

できるように，放射状の道路網が構築されていた．

しかし，復興事業完了後は市街地の道路の密度が薄

くなり，山側に最短経路で避難できる放射状の道路

網の構造が崩れている．そのため，野中地区では避

難するために防潮堤を迂回して，震災前とは異なる

 
図-２ 最寄り避難場所の変化による分類ごと 

の水平距離の差の増減の分布 

 

 

 
図-３ 最寄り避難場所の変化による分類結果 

の空間分布 

 

 

 
図-４ 水平距離の差の空間分布 
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避難場所に避難する必要があり，復興事業完了後の

水平距離が増加したと考えられる． 

また図-７に示すように，最寄り避難場所の変化に

よって，垂直距離も４m 程増加している．この垂直

距離の増加も，最寄り避難場所が震災前とは異なる

場所に変化したことが原因であると考えられる．野

中地区は，復興事業による道路網の変化によって，

水平距離，垂直距離共に増加した地域であると考え

られる． 

また，川向地区は図-４を見ると水平距離が 100m

以上短縮される結果となった．この結果になった原

因は，上記のような道路リンクの大幅な減少によっ

て，過大評価されているメッシュである可能性があ

る．  

5-2. 高台造成及びかさ上げの影響 

 野原地区の北側のメッシュも水平距離と垂直距離

が大幅に増加しており，野中地区と同様の結果とな

った．野原地区の北部のエリアは，震災前の最寄り

避難場所が，距離は近いが東日本大震災の浸水域内

に位置する避難場所となっていた．しかし，高台が

整備されたことにより，復興事業完了後は最寄りの

避難場所が高台の上の避難場所に変化した．このエ

リアは移動距離が長くなったが，より標高が高い場

所に避難可能となったエリアであるため，水平距離

と垂直距離が増加したと考えられる． 

 また，図-６と図-７より，「避難開始地点標高変化

メッシュ」は荒谷地区，田老２丁目，田老１丁目な

ど，復興事業完了後の市街地に多く分布し，荒谷地

区では，垂直距離の短縮量も３m 前後と比較的大き

い．垂直距離が短縮された理由として，荒谷地区，

田老２丁目，田老１丁目は復興事業によって，１m

～３m のかさ上げが行われた．特に荒谷地区は２m

～３m 前後のかさ上げが行われており，その影響が

及んだものであると考えられる． 

これらのエリアでは最寄り避難場所が震災前と同

じであり，避難場所の標高は変わっていない．避難

開始地点の標高がかさ上げによって上がったことに

より，垂直距離が短縮されたと考えられる．避難開

始地点の標高が上がり，垂直距離が短縮されたとい

うことは，同じ避難場所に行くのが震災前に比べ，

容易になったと考えられる． 

  

6.結論・今後の課題 

本研究では岩手県宮古市田老地区を対象に，水平

移動と垂直移動の変化量に着目し，復興事業完了後

の津波避難環境の変化を定量的に示し，その空間分

布を明示した．その結果，以下のことが明らかにな

った。 

⚫ 最寄り避難場所が震災前と復興事業完了後で

変化していない地区は，荒谷地区や田老３丁目，

野原地区などであり，それらの地区は，水平距

離が変わらないか 0m～50m の増減が起きてい

たこと． 

 
図-５ 避難開始地点と避難場所の標高の変化に

よる分類ごとの垂直距離の変化 

 

 

 
図-６ 避難開始地点と避難場所の標高の変化 

による分類の空間分布 

 

 

 
図-７ 垂直距離の分類結果の空間分布 
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⚫ 最寄り避難場所が震災前と復興事業完了後で

変化した地区は，野中地区や野原地区の北部で

あり，それらの地区は，水平距離が 100m 以上

増加していたこと． 

⚫ 避難開始地点のみ標高が変化した場所は，復興

事業完了後の市街地に多く分布しており，その

中でも荒谷地区は垂直距離の短縮量が大きい

こと． 

⚫ 最寄り避難場所の標高のみ変化した場所や避

難開始地点と最寄り避難場所の標高が変化し

た地点は，野中地区や野原地区の北部に多く分

布しており，その中でも野原地区北部の垂直距

離は 15m 以上増加していること． 

⚫ 復興事業による道路網の変化によって，野中地

区では防潮堤を迂回して避難する必要があり，

最寄り避難場所が変化し，水平距離と垂直距離

が共に増加した地域であること． 

⚫ 市街地内の特に荒谷地区では，地盤の嵩上げに

よって最寄り避難場所までの垂直距離が震災

前よりも短縮されていること． 

⚫ 野原地区北部のエリアは，高台が造成されたこ

とにより最寄り避難場所が変わり，水平距離と

垂直距離が共に増加したこと． 

今後の課題としては，復興事業完了後の人口分布

を考慮した分析や，より詳細な道路網を用いた分析

を行うことで分析の精度を上げることが挙げられる．  
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